






 2017年3⽉期第2四半期累計の決算につきまして説明いたします。
（P2とP3を合わせてご覧ください）

 2017年3⽉期第2四半期累計の連結売上⾼は、9,714億円、為替影響を⼤きく受け、
前年同期⽐は-11.3％となりました。

 為替影響を除いても、-2.9％の減収となりました。
引き続きオフィス機器業界全体として厳しい事業環境で、
特に第2四半期は欧州で需要減の影響がありました。
基盤事業は減収となりましたが、産業・その他事業は増収となりました。

 連結営業利益は165億円、前年同期⽐-70.5％の減益となりました。
 構造改⾰の進展により費⽤の減少はありましたが、
前年の特殊要因、為替影響、インド関連費⽤の計上により減益となりました。

 当期利益（親会社の所有者に帰属）は50億円、
前年同期⽐-85.35％の減益となりました。

 通期⾒通しは、上期実績を踏まえるとともに、
構造改⾰活動加速の費⽤追加により、通期⾒通しを修正しました。

 なお、上期の配当⾦にいては予定どおり実施いたします。



 2017年3⽉期第2四半期営業利益の前年との増減⽐較を⽰しております。

 第2四半期累計営業利益は、前年度の561億円に対して、当年度は165億円となりました。
 ただし、前年度は特殊要因として資産売却益159億円が含まれているため、
それを除くと前年実績は402億円となります。

 事業活動による利益である販売・MIXは、前年同期⽐で-96億円の減少となりました。

 製品原価低減は、前年同期⽐で+51億円の増加となりました。

 構造改⾰活動の成果による研究開発費、その他経費の削減により、
前年同期⽐で増加となりました。

 しかし、インド関連費⽤69億円と為替影響195億円が前年同期⽐で減少となり、
結果、第2四半期累計営業利益は165億円となりました。



<画像＆ソリューション全体>
 為替影響に加えて、オフィスイメージングの減収と、インド関連費⽤の影響などにより、
前年同期⽐-12.5％、為替を除いても-3.7％の減収となりました。

<オフィスイメージング>
 新製品を続々と投⼊しています。
クラウドソリューションに対応する⾼速カラーMFP（MPC8003/6503）を発売しました。
これにより、A3カラーMFPはミッドレンジから⾼速機までクラウド対応のラインアップが揃いました。

 さらに、トピックスとして、環境事業開発センターで展開している3R（リデュース、リユース、リサイクル）活
動が内閣総理⼤⾂賞を受賞しました。
社会的課題の解決を事業展開で実現していく取り組みが評価されました。

 第2四半期は欧⽶で需要が弱くハード売上が伸びなかったことに加え、
ハード・ノンハードの継続的価格下落の影響で減収となりました。

<PP（プロダクションプリンティング）>
 欧州の需要が弱い影響で、第1四半期の⼤型展⽰会で形成した⾒込みの刈り取りが、
景気の影響もありやや後ろ倒しになっています。これにより、
ハード売上の伸びが弱い結果となりました。
ノンハードの堅調な成⻑は続いています。

<NSS（ネットワークシステムソリューション）>
 その他地域で⼀時的に売上が減少しました。
今後の拡⼤に向け、ビジュアルコミュニケーションの製品強化を実施しています。



 セグメント全体では、前年⽐同期⽐増収（為替除く）、減益となりました。

 産業⽤インクジェットヘッド、FAカメラ、電⼦デバイスなどの製品を継続的に強化しています。

 上期は各事業で増収（為替除く）となりました。

 産業⽤インクジェット事業、インダストリ事業については事業拡⼤領域であり、
今期についてはやや投資が先⾏している状況と認識しています。



 セグメント全体で、前年⽐増収・増益となりました。

 デジタルカメラ事業では、新製品である全天球カメラ「THETA」の新製品を発売しました。
THETAは引き続きご好評をいただいております。

 また、国内のリース・ファイナンス事業が堅調に推移している点もプラスに寄与しています。



 連結財政状態計算書の増減は主に為替影響によるものです。

 現預⾦の増加は、グローバルCMS(キャッシュ・マネジメント・システム)による
⼀時的な資⾦プーリングによるものであり、有利⼦負債増加と両建ての動きとなっています。

 また、有利⼦負債の増加はファイナンスビジネスの拡⼤も要因となっています。



 株主資本⽐率の減少は、為替影響に起因する資本の減少によるものです。



 ファイナンス事業を除くFCFは-74億円となっていますが、
前年の実績に含まれる資産売却益影響（収⼊165億円）を除くと、
実態としては前年同期と⼤きな変化はありません。



 通期業績⾒通しは下⽅修正いたします。

 修正の主な要因は、下期に構造改⾰費⽤を110億円追加することと、
上期の下振れトレンドを反映させたことによるものです。

 8⽉の⾒通し公表後の変化としましては、景気動向を含めて事業環境が引き続き弱いことに加えて、未来
に向けた構造改⾰活動の加速が必要と判断したこととなります。

 下期の為替レートは変更していません。（ドル105円、ユーロ115円）

 研究開発費は開発機種の⾒直しや新規分野への投資を継続しており、前年と同⽔準としています。設備
投資は緊急性や効率性の⾯から⾒直しを⾏いました。

 事業においては、プロダクションプリンティング・産業印刷・インダストリなどの成⻑を引き続き
⾒込むことに加えて、 オフィス事業においても、
新世代MFPなどの新製品効果や⾼付加価値販売などが利益に寄与してくると⾒ています。



August 5, 2016

 前ページの内容を増減チャートで⽰しています。

 今回、構造改⾰費⽤を施策加速のために新たに計上しています。



 当年度の配当⾒通しには変更はありません。



＜主なQ&A＞

Q：中期的な1,000億円のコスト削減は18年3⽉期からの３年間合計なのか。
A：次期中計内の出来るだけ早い時期に、16年3⽉期⽐で1,000億円のコスト削減を達成したい。

Q：中期的な前提として、消耗品売上の伸びをどう考えているかを教えて欲しい。
A：計画策定上は、プラスになる前提にしていない。

Q：ここ数年、本体・消耗品いずれも減収基調が⾒られるが、リコーの営業⼒が落ちていることはないか。
A：営業⼒は落ちていないと認識している。

但し、過去と⽐べて事業が難しくなり、ビジネスの過渡期にあたる。
従って、業務の効率化やソリューション・サービスなど新しい売り⽅の教育などを進めている。

Q：基盤事業についてはある程度MIFを維持しないと利益ベースが無くなると考えられる。シェア維持とコス
ト削減をどのようなバランスで⾏っていくのか。

A：売上が伸びなければ収益も伸びないが、単にMIFを増やすために安売りするということはしない。
収益重視を意識してやっていく。
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